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附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本市における売買、貸借、請負その他の契約は、法令その他特別の定めがあ

るものを除くほか、この規則の定めるところによる。 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

第２章 契約 

第１節 通則 

（契約の制限） 

第２条 翌年度以降にわたり、本市の債務の負担の原因となる契約は、これをするこ

とができない。ただし、次の各号のいずれかに該当する契約については、この限り

でない。 

(1) 継続費に係るもの 

(2) 繰越明許費に係るもの 

(3) 債務負担行為に係るもの 

(4) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に規定する長期継続に

係るもの 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

（入札保証金） 

第３条 入札又はせり売りに加わろうとする者は、入札の際に入札金額の１００分の

５以上（せり売りの場合は、市長が定める額）の入札保証金を納付しなければなら

ない。ただし、次の各号に掲げる場合においては、入札保証金の全部又は一部を免

除することができる。 

(1) 入札に参加しようとする者が保険会社との間に、市を被保険者とする入札保証

保険契約を締結したとき。 



(2) 入札に参加する資格を有する者で、過去２年間に本市若しくは他の地方公共団

体又は国（公共の利益又は行政政策上の必要から特別法によって設置された法人

を含む。以下同じ。）と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、そ

のすべてを誠実に履行した者についてその者が契約を締結しないこととなるおそ

れがないと認められるとき。 

(3) 市の指名により入札に参加するとき。 

(4) 不用の決定をした物品を売り払うとき。 

(5) 市長が特に定めた入札に参加するとき。 

２ 前項の場合において、インターネットを利用した普通財産及び物品の売払いに係

る一般競争入札（以下「インターネットによる入札」という。）を行う場合の入札

保証金は、予定価格の１００分の１０とする。 

３ 入札に参加しようとする者は、入札保証金を納付した後に、入札書に納付したこ

とを証する書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

４ 入札に参加しようとする者は、第１項第１号の入札保証保険契約を締結したとき

は、入札書に当該入札保証保険契約に係る保険証券を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（一部改正〔平成１３年規則１８号・１９年４０号・３０年６３号〕） 

第４条 前条第１項本文の入札保証金の納付は、次の各号のいずれかに掲げる担保の

提供をもって代えることができる。 

(1) 市長が認めた金融機関が振り出した小切手 

(2) 市長が認めた金融機関の保証 

(3) インターネットによる入札のシステムを管理する事業者の保証 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が認めた担保 

２ 前項第２号に定める金融機関の保証を入札保証金に代わる担保として提供しよう

とするときは、保証委託契約を締結し、当該保証委託契約に係る保証証書を市長に

提出しなければならない。 

３ 第１項に規定する入札保証金に代えて提供する次に掲げる担保の価値は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 市長が認めた金融機関が振り出した小切手 小切手金額 

(2) 市長が認めた金融機関の保証 保証金額 

(3) インターネットによる入札のシステムを管理する事業者の保証 保証金額 

(4) 市長が認めた担保 市長が認めた金額 



４ 入札保証金には、利子を付けない。 

（一部改正〔平成３０年規則６３号〕） 

第５条 入札保証金（その納付に代えて提供された担保を含む。以下この条において

同じ。）は、入札終了後又は入札の中止若しくは取消しの場合にはこれを還付する。

ただし、落札者に対しては当該契約を締結した後にこれを還付する。 

２ 落札者の入札保証金は、契約保証金に充当することができる。 

３ 普通財産及び物品の売払いに係る落札者は、入札保証金を売買代金に充てること

ができる。 

（一部改正〔平成１９年規則４０号・３０年６３号〕） 

（入札） 

第６条 入札は、本人又は代理人が市長の指定する日時及び場所に出頭し、入札者の

氏名又は法人名及び工事名若しくは物件名等を表記して、提出しなければならない。

ただし、やむを得ない理由により市長の指定する日時及び場所に出頭できない者は、

入札書を郵送することができる。この場合においては、「何何入札書在中」と表記

し、書留郵便にて郵送しなければならない。 

２ 前項の場合において代理人が入札しようとする場合は、入札前に代理人である旨

の委任状を提出しなければならない。ただし、市長においてその必要がないと認め

られるときは、この限りでない。 

３ 市長が入札方法を郵便によると指定した場合は、別に定めるところに従い、入札

書を郵送しなければならない。 

４ インターネットによる入札を行う場合の入札の方法については、別に定める。 

（一部改正〔平成１５年規則４３号・１９年４０号〕） 

（電子入札） 

第６条の２ 電子入札（市の使用に係る電子計算機と入札に参加しようとする者の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用して行う

入札をいう。以下同じ。）に参加しようとする者は、前条の規定による入札書の提

出に代えて、その者の使用に係る電子計算機に入札価格その他の所定の情報を入力

し、市長が指定した日時までに市の使用に係る電子計算機に到達させなければなら

ない。 

２ 前項に規定する電子入札の運用については、市長が別に定める。 

（追加〔令和３年規則６６号〕） 

（予定価格の設定及び公表） 



第７条 市長は、一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）に付

するときは、仕様書又は設計書等によって予定価格を定めて、これを封書にして開

札場所に置くものとする。ただし、予定価格を入札前に公表した場合は、封書の作

成をしないことができる。 

２ 前項の規定により工事又は製造の請負及び工事に係る設計、測量又は調査等の予

定価格を設定した場合においては、予定価格を入札の事前に公表するものとする。 

３ 普通財産を一般競争入札で売払う場合においては、予定価格を事前に公表するこ

とができる。 

（一部改正〔平成１３年規則３６号・１４年３１号・１７年１号・１９年４０

号〕） 

（予定価格の設定方法） 

第８条 予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めるものとする。

ただし、一定期間継続して行う製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約にお

いては単価について、その予定価格を定めることができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例市場価格、需

給の状況、履行の難易、契約数量の多少、履行期限の長短等を考慮して適正に定め

るものとする。 

３ 随意契約によろうとする場合は、特に必要がないと認めるときを除き、あらかじ

め前２項の規定に準じて予定価格を定めるものとする。 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

（最低制限価格） 

第９条 競争入札により請負契約を締結しようとする場合において最低制限価格を設

けるときは、市長は次の各号に定めるいずれかの方法により最低制限価格を定める

ものとする。 

(1) 予定価格の１０分の９．２から１０分の７．５までの範囲内で最低制限価格を

あらかじめ設定する方法 

(2) 入札価格を基に最低制限価格を開札後に算定する方法。この場合において、そ

の算定方法については、別に定めるものとする。 

（一部改正〔平成１５年規則４３号・１７年３０号・２０年２３号・２５年４

６号・令和２年３７号〕） 

（落札） 

第１０条 入札においては、次の各号のいずれかに該当する者を落札者とする。 



(1) 工事その他の請負、物件の購入若しくは借入等については、予定価格内であっ

て最低価格の入札をした者 

(2) 物件の売却又は貸与等については、予定価格以上であって最高価格の入札をし

た者 

(3) 前条の規定により最低制限価格を定めた場合は、その範囲内で最低の価格をも

って申込みをした者を落札者とする。 

２ 市長は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第

１６７条の１０第１項（令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規

定に該当する場合は、前項の規定により落札者となるべき者を落札者とせず、予定

価格の制限内（最低制限価格を定めた場合は、その範囲内）の価格をもって申込み

をした他の者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とすることがで

きる。 

３ 市長は、令第１６７条の１０の２第１項又は第２項（令第１６７条の１３におい

て準用する場合を含む。）の規定に該当する場合は、第１項の規定により落札者と

なるべき者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした

者のうち、価格その他の条件が市にとって最も有利なものをもって申込みをした者

を落札者とすることができる。 

（一部改正〔平成２０年規則２３号〕） 

（入札書の書換え等の禁止） 

第１１条 入札者は提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

（開札） 

第１２条 開札は、第２３条（第２８条及び第３１条において準用する場合を含む。）

の規定により公告した入札の場所において、入札の終了後直ちに、関係職員２人以

上出席のうえ入札者の面前においてこれを行う。この場合において、入札者が立ち

合わないときは入札事務に関係のない職員に立ち合わせ開札することができる。 

２ インターネットによる入札を行う場合の開札の方法については、別に定める。 

（一部改正〔平成１９年規則４０号〕） 

（入札の無効） 

第１３条 次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

(1) この規則又は入札の条件に違反したとき。 

(2) 所定の日時までに所定の入札保証金を納付しないとき。 

(3) 同一事項に対し入札者及びその代理人がともに入札したとき若しくは１人で



同一事項に対し金額の異なった２以上の入札をしたとき。 

(4) 金額、氏名その他入札に関する要件を確認し難いとき、又は押印のないとき。 

(5) 入札者が協定して入札をしたとき。 

(6) 入札に際して不正の行為があったとき。 

（一部改正〔平成１３年規則１８号〕） 

（契約の締結） 

第１４条 契約の相手方は、市長が締結の時期を別に指定した場合のほか契約を締結

する旨の通知を受けた日から５日以内（四日市市の休日を定める条例（平成元年四

日市市条例第７号）第１条に規定する市の休日は除く。）に契約書を提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の期間内に契約を締結しないときは、落札の効力を失うものとする。ただし、

市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

３ 第１項の契約書には、次の各号に掲げる事項を詳細に記載しなければならない。

ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項については、これを省略するこ

とができる。 

(1) 契約の目的 

(2) 契約の金額 

(3) 履行期限及び契約保証金に関する事項 

(4) 契約履行の場所 

(5) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

(6) 監督及び検査 

(7) 目的物の引渡しの時期 

(8) 履行の遅延その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害

金 

(9) 危険負担 

(10) 契約不適合責任 

(11) 契約に関する紛争の解決方法 

(12) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）の適用を受ける建設工事の場合にお

いては、同法第１９条各号に掲げる事項 

(13) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）

第９条第１項に規定する対象建設工事の場合においては、同法第１３条第１項に

規定する事項 



(14) 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２２条の３の３第１項に規定する

設計受託契約又は工事監理受託契約の場合においては、同項各号に掲げる事項（建

築士法施行規則（昭和２５年建設省令第３８号）第１７条の３８第６号に係る事

項を除く。） 

(15) 前各号に定めるもののほか、当該契約の締結について必要な事項 

４ 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年四

日市市条例第１２号）第２条及び第３条に規定する契約を締結しようとするときは、

市長は、議会の議決を経た後に当該契約を締結する旨を契約の相手方に告げ、かつ、

その旨を記載した仮契約書を交付するものとする。 

（一部改正〔平成１７年規則１号・２７年４６号・令和２年７号〕） 

（請書及び契約書の省略） 

第１４条の２ 市長は、次の各号に掲げる場合においては、前条第１項の規定による

契約書に代えて請書によることができる。 

(1) 指名競争入札による契約又は随意契約で、契約金額が１００万円以下のものを

締結するとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、市長において請書によることが適当であると認める

とき。 

２ 市長は、次の各号に掲げる場合においては、前条第１項の規定にかかわらず契約

書を省略することができる。ただし、前項の規定により契約書に代えて請書を作成

することを妨げない。 

(1) 指名競争入札による契約又は随意契約で契約金額が１０万円以下のとき。 

(2) 物件を買い入れる場合において、供給者が直ちに全部を納入することができる

とき。 

(3) 官公署と契約するとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、特に契約書を作成する必要がないと認めるとき。 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

（契約の変更又は履行の一時中止） 

第１５条 市長は、契約の締結後において経済情勢の変動又は工事の施行上その他必

要があると認めるときは、契約の相手方と協議のうえ契約を変更し、又はその履行

を一時中止することができる。 

２ 第１４条第１項の規定は、契約の変更について準用する。ただし、軽微な契約の

変更については契約書に代えて請書によることができる。 



（契約保証金） 

第１６条 契約の相手方は、契約を締結する際に納付書を添えて契約金額の１００分

の１０以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、次の各号に掲げる場

合においては、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に、市を被保険者とする履行保証保険契約を締

結したとき。 

(2) 市が契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結した

とき。 

(3) 物件の買入れ、売払い若しくは賃貸又は業務の委託（工事に係る設計、測量、

調査等の委託業務は除く。）において、契約をしようとする者で、過去２年間に

本市、他の地方公共団体又は国と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、

これらをすべて誠実に履行したもので、契約を履行しないこととなるおそれがな

いと認められるとき。 

(4) 工事若しくは製造の請負又は工事に係る設計、測量若しくは調査等の委託業務

において５００万円未満の契約を締結するとき。 

(5) 契約の相手方が、第２１条の規定に基づき、本人に代わって自ら契約の履行を

保証する保証人を立てたとき。 

(6) 物件の売払いの場合において、契約の相手方がその代金を即納したとき。 

(7) その他契約の性質上契約保証金を納付させる必要がないと市長が認めたとき。 

２ 前項の場合においてインターネットによる入札を行う場合の契約保証金は、予定

価格の１００分の１０とする。 

３ 契約の相手方は、契約保証金を納付したときは、契約書に納付したことを証する

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

４ 契約の相手方は、第１項第１号の履行保証保険契約を締結したときは、当該履行

保証保険契約に係る保険証券を市長に提出しなければならない。 

５ 契約の相手方は、前項の規定による保険証券の提出に代えて、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的方法」とい

う。）であって、当該履行保証保険契約の相手方が定め、市長が認めた措置を講ず

ることができる。この場合において、契約の相手方は、当該保険証券を提出したも

のとみなす。 

６ 契約の相手方は、第１項第２号の工事履行保証契約に係る保証委託契約を締結し

たときは、当該保証委託契約に係る保証証書を市長に提出しなければならない。 



７ 契約の相手方は、前項の規定による保証証書の提出に代えて、電磁的方法であっ

て、当該保証委託契約の相手方が定め、市長が認めた措置を講ずることができる。

この場合において、契約の相手方は、当該保証証書を提出したものとみなす。 

８ 市長は、契約金額に著しい増減があった場合は、その増減の割合に従って契約保

証金を増減することができる。 

（一部改正〔平成１３年規則１８号・１９年４０号〕） 

（契約保証金の納付の特例） 

第１６条の２ 前条第１項の契約保証金の納付は、次の各号のいずれかに掲げる担保

の提供をもって代えることができる。 

(1) 市長が認めた金融機関が振り出した小切手 

(2) 市長が認めた金融機関の保証又は公共工事の前払保証事業に関する法律（昭和

２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業

会社」という。）の保証 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が確実と認めた担保 

２ 前項第２号の金融機関又は保証事業会社の保証を契約保証金に代わる担保として

提供しようとするときは、保証委託契約を締結し、当該保証委託契約に係る保証証

書を市長に提出しなければならない。 

３ 契約の相手方は、前項の規定による保証証書の提出に代えて、電磁的方法であっ

て、当該保証委託契約の相手方が定め、市長が認めた措置を講ずることができる。

この場合において、契約の相手方は、当該保証証書を提出したものとみなす。 

４ 第１項の規定により契約保証金に代えて提供する次に掲げる担保の価値は、当該

各号に定めるところによる。 

(1) 市長が認めた金融機関が振り出した小切手 小切手金額 

(2) 市長が認めた金融機関の保証又は保証事業会社の保証 保証金額 

(3) 市長が認めた担保 市長が認めた金額 

５ 契約保証金に係る利息は、生じないものとする。 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

（契約保証金の納付の特例） 

第１６条の３ 市長は、工事請負契約を締結する場合において、第１６条の規定にか

かわらず、特に必要があると認めたときは、第１６条第１項の契約保証金の納付に

代えて、同項第２号の工事履行保証契約に係る保証委託契約（保証金額が請負代金

の１００分の３０以上の額のものであり、かつ、引き渡した工事目的物が種類又は



品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）である

場合において当該契約不適合を保証する特約を付したものに限る。）を請負者に締

結させることができる。 

２ 市長は、契約の相手方が前項の規定により工事履行保証契約に係る保証委託契約

を締結したときは、当該保証委託契約に係る保証証書を提出させるものとする。 

３ 契約の相手方は、前項の規定による保証証書の提出に代えて、電磁的方法であっ

て、当該保証委託契約の相手方が定め、市長が認めた措置を講ずることができる。

この場合において、契約の相手方は、当該保証証書を提出したものとみなす。 

（一部改正〔平成１７年規則１号・令和２年７号〕） 

第１７条 契約保証金は、契約を履行したとき又は市の責めに帰すべき理由により契

約を解除したときに還付する。ただし、契約により担保義務終了までその全部又は

一部を保留することができる。 

２ 普通財産及び物品の売払いに係る契約の相手方は、契約保証金を売買代金に充て

ることができる。 

（一部改正〔平成１９年規則４０号・３０年６３号〕） 

（契約期限の延長） 

第１８条 市長は、契約の相手方から災害その他やむを得ない理由により、履行期限

内に契約を履行することができない旨の申出があったときは、双方協議のうえ履行

期限を延長することができる。 

（契約の解除） 

第１９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約の全部又は一部を解

除することができる。 

(1) 履行期限内に契約が履行される見込みがないとき。 

(2) 契約の相手方が契約の履行について不正の行為があったとき又は契約事項に

違反したとき。 

(3) 契約の相手方が建設業法第２９条の規定により登録を取り消されたとき。 

(4) 検査、検収及び監督に際してその執行を妨げたとき。 

２ 前項に規定する場合のほか、市長において、特に必要がある場合には契約を解除

することができる。 

３ 契約の相手方は、市の責めに帰する理由によって著しく損害を受けたときは契約

を解除することができる。 

４ 前３項の規定により契約を解除するときは、契約の相手方にその旨を書面で通知



するものとする。 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

（契約解除の場合における対価等） 

第２０条 市長は、契約の相手方の責めに帰する理由により契約を解除したときは、

工事、製造その他の請負契約の既済部分又は物件の既納部分に相当する金額の範囲

内の対価を契約の相手方と協議のうえ支払うものとする。 

２ 前項に規定するもののほか、契約を解除した場合において、市又は契約の相手方

の責めに帰する理由により損害を生じたときは、その当事者が賠償するものとする。 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

（保証人） 

第２１条 市と契約を締結する者（以下「契約者」という。）は、市長が特に必要と

認めた場合は、本人に代わって自ら契約の履行を保証する保証人を立てなければな

らない。 

２ 前項の保証人は、この規則による入札の資格を有する者で市長が適当と認める者

に限る。 

３ 保証人が死亡又はその資格を失ったときは、契約者はその理由の生じた日から７

日以内に更に保証人を定め、届け出なければならない。 

（契約承継等の制限） 

第２２条 契約に関する権利義務は、市長の承認を得なければ他人に承継させ、又は

その権利を担保に供することができない。 

第２節 一般競争入札による契約 

（入札の公告） 

第２３条 市長は、一般競争入札及びせり売りにより契約を締結しようとするときは、

入札期日の前日から起算して１０日前までに四日市市公報、新聞、掲示又はその他

の方法によって公告する。ただし、緊急を要する場合は、その期日を５日前までに

短縮することができる。 

（公告事項） 

第２４条 前条の公告は、次に掲げる事項とする。 

(1) 入札に付する事項 

(2) 入札に参加する者に必要な資格 

(3) 入札及び開札の日時及び場所 

(4) 入札無効に関する事項 



(5) 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

（一般競争入札による入札者の資格） 

第２５条 一般競争入札による入札者は引き続き２年以上その業務に従事した者でな

ければならない。ただし、市長において相当と認める知識、経験がある者をして契

約を履行する入札者にあってはこの限りでない。 

２ 令第１６７条の４及び前項に定めるもののほか、一般競争入札に参加する者に必

要な資格は別に定める。 

（資格証明） 

第２６条 令第１６７条の４及び前条の事項は、官公署の証明書その他の書類により

これを証明しなければならない。 

２ 前項の証明書類は、当該年度中のものを有効とし、資格に異動を生じたときは、

その都度届け出なければならない。 

第３節 指名競争入札による契約 

（入札者の指名） 

第２７条 指名競争入札により契約を締結しようとするときは、別に定める入札参加

資格者名簿に登録された者のうちから入札者を指名するものとする。 

（一部改正〔平成１５年規則４３号・１７年１号〕） 

（入札参加の制限等） 

第２８条 第２節の規定は、指名競争入札の場合にこれを準用する。この場合におい

て第２３条の規定中「四日市市公報、新聞、掲示又はその他の方法によって公告す

る。」とあるのは「第２７条の規定により指名したものに通知する。」と、第２４

条各号列記以外の部分中「公告」とあるのは、「通知」と読み替えるものとする。 

第４節 随意契約 

（見積書の徴収） 

第２９条 随意契約を締結しようとするときは、契約の内容その他見積りに必要な事

項を記し、２人以上から見積書を徴するものとする。ただし、市長が特に必要がな

いと認めた場合は、この限りでない。 

（随意契約の手続） 

第３０条 随意契約を行うに必要な事項は、一般競争入札及び指名競争入札の例によ

る。 

（随意契約の範囲） 



第３０条の２ 令第１６７条の２第１項に定める額の範囲は、別表のとおりとする。 

（随意契約の内容等の公表） 

第３０条の３ 令第１６７条の２第１項第３号の規則で定める手続は、次のとおりと

する。 

(1) あらかじめ契約の発注見通しを公表すること。 

(2) 契約を締結する前において、契約の内容、契約の相手方の決定方法及び選定基

準、契約に係る申請方法等を公表すること。 

(3) 契約を締結した後において、契約の相手方となった者の名称、契約の相手方と

した理由等の契約の締結状況を公表すること。 

(4) その他市長が必要と認める事項を公表すること。 

（追加〔平成２１年規則５５号〕） 

第５節 せり売り 

（せり売りの手続） 

第３１条 せり売りを行うに必要な事項は、一般競争入札の例による。 

第６節 雑則 

（検査） 

第３２条 市長は、契約の履行完了の届出を受けたときは、その届出を受けた日から

工事の請負にあっては１４日以内に、製造その他の請負又は物件の買入れ等にあっ

ては速やかに検査を行うものとする。 

２ 前項の規定により検査を行うときは、契約の相手方若しくはその代理人は立ち合

わなければならない。この場合において、これらの者が検査に立ち合わないときは、

この結果について異議の申立てをすることができない。 

３ 検査を行う職員は、契約の履行完了について、その完了を認められない部分があ

るときは、市長の定める期間内にその部分につき、補修、改造又は取替え若しくは

補充をさせるものとする。 

（一部改正〔平成１７年規則１号・１９年２０号〕） 

（延滞違約金） 

第３３条 契約の相手方に履行遅滞が生じたときは、特約のある場合のほか、工事及

び製造の請負については、延滞日数に応じた延滞違約金を徴収するものとする。た

だし、分割して履行しても支障のないものについては、その延滞部分についてのみ

徴収することができる。 

２ 前項の延滞違約金は、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律



第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を延滞日数に乗じ

て計算した金額とする。 

３ 第１項の規定による延滞違約金は、契約保証金の納付のある場合には、相当額を

これに充て、なお不足するときは、不足額を納付させるものとする。この場合にお

いて、契約の相手方に対してその旨を通知するものとする。 

４ 第１項の規定による延滞違約金は、市長がやむを得ない理由があると認めた場合

には、全部又は一部を免除することができる。 

（一部改正〔平成１７年規則１号・１９年４０号〕） 

（部分払） 

第３４条 契約者は、工事若しくは製造又は物件の購入（以下この項において「工事

等」という。）についてその完了前に工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納

部分に対して契約金額の割合によって算出した金額の１０分の９以内の金額を部分

払として請求することができる。ただし、市長が特に必要があると認める工事等に

ついては、工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分に相当する金額までを

部分払として請求することができる。 

２ 前項の請求があったときは、市長は速やかに検査を行い、その結果を契約者に通

知する。 

３ 部分払の支払は、市長が特に定めたもののほか、次の表に定めるとおりとする。

ただし、前金払のあったものについては、それぞれ部分払回数を１回減ずるものと

する。 

契約金額 部分払回数 

１００万円以上３００万円未満 １回 

３００万円以上１，０００万円未満 ２回以内 

１，０００万円以上３，０００万円未満 ３回以内 

３，０００万円以上５，０００万円未満 ４回以内 

５，０００万円以上７，０００万円未満 ５回以内 

７，０００万円以上 ６回以内 

（一部改正〔平成１３年規則１８号・２４年４号〕） 

（下請負の制限） 

第３５条 契約の相手方は、契約の履行においてその全部を一括して他人に請け負わ

せてはならない。 

２ 契約の相手方は、契約の履行においてその一部を他人に請け負わせようとすると



きは、市長の承認を受けなければならない。 

（物品の減価採用） 

第３６条 市長は、契約の相手方の供給した目的物に、僅少の不備の点があっても、

使用上全く支障がないと認めるときは、相当額を減価のうえ採用することができる。 

附 則 

１ この規則は、昭和３９年４月１日から施行する。 

２ この規則施行前に行われた手続その他の行為でこの規則に相当規定のあるものは、

別段の定めのあるものを除き、この規則の相当規定によって行った手続その他の行

為とみなす。 

附 則（昭和３９年８月１５日規則第３３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４２年１２月２５日規則第１５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４６年９月３０日規則第３３号） 

１ この規則は、昭和４６年１１月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日において、現に締結した契約については、なお従前の例

による。 

附 則（昭和５７年９月３０日規則第３８号） 

この規則は、昭和５７年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年９月１日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の四日市市契約施行規則の規定は、昭和

６３年４月１日から適用する。 

附 則（平成７年５月１９日規則第２６号抄） 

（施行日等） 

１ この規則は、平成７年６月１日から施行する。 

（四日市市契約施行規則の一部改正） 

３ 四日市市契約施行規則（昭和３９年四日市市規則第１２号）の一部を次のように

改正する。 

（次のよう略） 

４ 前項による改正後の四日市市契約施行規則の規定は、この規則施行の日以後に締

結する契約から適用し、同日前に締結している契約については、なお従前の例によ

る。 



附 則（平成９年３月３１日規則第２９号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年６月３０日規則第４２号） 

この規則は、平成９年７月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月２７日規則第１８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の四日市市契約施行規則第３条及び第１３条の規定は、こ

の規則の施行の日以後に実施される入札から適用し、同日前に行われた入札につい

ては、なお従前の例による。 

３ この規則による改正後の四日市市契約施行規則第１６条の規定はこの規則の施行

の日以後に締結される契約から適用し、同日前に締結された契約については、なお

従前の例による。 

附 則（平成１３年５月２日規則第３６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の四日市市契約施行規則は、この規則の施行の日以後に実

施される入札から適用し、同日前に行われた入札については、なお従前の例による。 

附 則（平成１４年３月２９日規則第３１号） 

この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年８月１日規則第４３号） 

この規則は、平成１５年８月１日から施行する。 

附 則（平成１７年２月４日規則第１号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年２月７日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第３０号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日規則第２０号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年９月１４日規則第４０号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２８日規則第２３号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月２８日規則第５５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年２月２１日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年５月３１日規則第４６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２５年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の四日市市契約施行規則は、この規則の施行の日以後に公告される入札か

ら適用し、同日前に公告された入札については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年９月３日規則第４６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月１５日規則第６３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月１６日規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の四日市市契約施行規則は、この規則の施行の日以後に締結する契約から

適用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年４月２７日規則第３７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の四日市市契約施行規則は、この規則の施行の日以後に公告する入札から

適用し、同日前に公告している入札については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年１２月２４日規則第６６号） 

この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月２３日規則第２３号） 



この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第３０条の２関係） 

（一部改正〔平成１７年規則１号〕） 

１ 工事又は製造の請負 １３０万円 

２ 財産の買入れ ８０万円 

３ 物件の借入れ ４０万円 

４ 財産の売払い ３０万円 

５ 物件の貸付け ３０万円 

６ 上記に掲げるもの以外のもの ５０万円 

 


